
【測定指標】

目標年度 29年度 30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

- - - - 70.0% - -

- 51.0% 56.3% 59.1% 測定中 - -

90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0%

29.4% 41.0% 39.0% 53.0% 測定中 - -

年度
令和2年Ⅰ

期
令和2年Ⅱ

期
令和2年Ⅲ

期
令和2年Ⅳ

期
令和3年Ⅰ

期
令和3年Ⅱ

期
令和3年Ⅲ

期

1
日銀短観における中小
企業の業況判断DI

- - ▲ 7 ▲ 33 ▲ 31 ▲ 18 ▲ 12 ▲ 8 ▲ 8

年度 29年度 30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

2
東京商工リサーチによ
る企業倒産件数（中小
企業計）

- - 8,360 8,106 8,629 7,158 - - -

2 人権意識の向上 - -

セミナー等
参加者で非
常に人権意
識が高まっ
たと回答し
た者の割合
が90%以上

令和５年度
人権に対する考え方は非常に重要であることから、セミナーにより「非常に人権
意識が高まった」と回答した者の割合を9割以上という高い目標としている。

基準値
基準年度

測定指標（定量的） 基準値

「経済財政運営と改革の基本方針2021日本の未来を拓く４つの原動力　～グリーン、デジタル、活力ある
地方創り、少子化対策～ 」（令和３年６月18日閣議決定）
「成長戦略実行計画」（令和３年６月18日閣議決定）
「成長戦略フォローアップ」（令和３年６月18日閣議決定）

令和元年度

9,335
(8,312)

--

- -

目標値

年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定
の根拠

年度ごとの実績値

参考指標の選定理由及び見込み値の設定の根拠

- 令和３年度

基準値
基準年度

令和3年10月8日の岸田内閣総理大臣の所信表明演説において、「政府とし
て、下請取引に対する監督体制を強化し、大企業と中小企業の共存共栄を目
指します。」という方針が示されており、また、令和3年12月27日に発表された
「パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化施策パッケージ」にお
いても、「中小企業が賃上げの原資を確保できるよう、取引事業者全体のパー
トナーシップにより、労務費、原材料費、エネルギーコストの上昇分を適切に転
嫁できる環境を整備していく」という方針が示されている。不合理な原価低減要
請が行われることで、受注側事業者から発注側事業者に対する価格交渉の申
し込みが難しくなり、円滑な価格転嫁の妨げになることから、不合理な原価低
減要請の減少に向けて今後も粘り強く取り組んでいく必要がある。

参考指標の選定理由及び見込み値の設定の根拠

中小企業の業況を判断する指標

中小企業の業況を判断する指標

年度ごとの実績値

年度ごとの実績値

受注側企業
向け調査に
おいて「不
合理な原価
低減要請を
受けていな
い」と回答

する割合が
70.0%以上

施策の概要
消費税や労務費、原材料費等の転嫁対策、下請代金法の厳正な運用、官公需情報の提供等を通じて中小企業・小規模事業者の経営安
定化や取引適正化を図る。

政策体系上の
位置付け

５　中小企業・地域経済

「経済財政運営と改革の基本方針2021日本の未来を拓く４つの原動力　～グリーン、デジタ
ル、活力ある地方創り、少子化対策～ 」（令和３年６月18日閣議決定）、「成長戦略実行計
画」（令和３年６月18日閣議決定）を踏まえて設定。

達成すべき目標
目標設定の
考え方・根拠

・消費税や労務費、原材料費等の増加分の円滑かつ適正な転嫁等、取引の適正化を目指す。
・セミナー等参加者で非常に人権意識が高まったと回答した者の割合が90%以上であることを目指す。
・事業環境の変化により経営に困難をきたしている中小企業・小規模事業者を支援し、経営の安定化を図る。

測定指標

【参考指標】

測定指標 見込み

見込み

基準年度

1 取引の適正化 -

令和3年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名

（経済産業省3-5-3）

担当部局・課室名 政策評価実施予定時期 令和4年8月中小企業庁 長官官房 総務課5-3　経営安定・取引適正化

施策の予算額（執行額）
（百万円）

令和2年度

3,890

令和3年度

施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

4,066
(3,720)



【達成手段一覧】

令和3年度

1

特定の基金に対する負
担金等の損金算入の特
例（中小企業倒産防止
共済に係るもの）

- 昭和53年度 - - -

2
保険会社等の異常危険
準備金（火災共済）

- 昭和28年度 - - -

3
中小企業等の貸倒引当
金の特例

- 昭和41年度 - - -

4 経営環境変化対応資金 - 昭和61年度 - - -

5 金融環境変化対応資金 - 平成9年度 - - -

6 取引企業倒産対応資金 - 昭和55年度 - - -

7
 中小企業取引対策事
業

※ ※ 1 - 0168

8
人権教育・啓発活動支
援事業

※ ※ 2 - 0169

9
消費税転嫁状況監視・
検査体制強化等事業

※ ※ 1 - 0170

再掲

令和３年度
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段の概要等
関連する

指標

関連企業の倒産により経営に困難をきたしている中小企業者等が、経営の安定を図れるよう支援する。

中小企業倒産防止共済制度の加入者が掛金（月額８万円上限。掛金限度額は320万円）を納付した場合には、その全額を損金（必
要経費）に算入することができる。

金融機関との取引状況の変化により、資金繰りに困難をきたしている中小企業者が、長期資金の導入により経営安定を図れるよう
支援する。

社会的、経済的環境の変化等外的要因により、一時的に、売上の減少等業況悪化をきたしている中小企業者の経営基盤の強化又
は経営の安定を支援する。

達成手段
開始
年度

予算額計（執行額）
（百万円）

令和元年度 令和2年度

損害保険会社等が、各事業年度において、責任準備金の積立てに当たり、保険又はこれに類する共済に係る異常災害損失の補て
んに充てるため、保険又は共済の種類ごとに、当期の正味収入保険料又は正味収入共済掛金（当年度保険料等）を基礎として計算
した積立限度額以下の金額を準備金として積み立てたときは、その積立額の損金算入を認める。
この準備金は、異常災害損失が生じた場合にはその損失の額、積立後10年を経過した場合にはその積立額と［(異常危険準備金の
金額＋当期の積立額)－当年度保険料等×洗替保証限度率］のいずれか少ない金額を、取り崩して益金に算入する。

中小企業等については、一括評価金銭債権に係る貸倒引当金の繰入限度額については、貸倒実績率によらずに法定繰入率による
繰入が認められている。（租税特別措置法第57条の９、同法施行令第33条の７）
（法定繰入率）
　　卸・小売業　　　　　１０／１０００
　　製造業　　　　　　　　８／１０００
　　金融・保険業　　　　３／１０００
　　割賦販売小売業　１３／１０００
　　その他　　　　　　　　６／１０００
協同組合等については、通常の繰入限度額の１２％増しとすることができる。

※ ※ ※

※ ※

- -

- -

- -

※

※ ※ ※

- -

- -

- -

※【達成手段一覧】に係る各種予算事業の「予算額計（執行額）」、「開始年度」、「達成手段の概要等」については、下記URL先の行政事業レビュー

シートを参照。

○令和２年度以前事業（https://www.meti.go.jp/information_2/publicoffer/review2021/saisyu/1-5saisyu.html）


